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きしまきチャンネルを「いいね　 」とシェアで一斉拡散！ 
あなたの応援メッセージも投稿しましょう。
現場の声を、きしまきに託そう。

6月20日金は
きしまきDay
6月20日金は
きしまきDay

　議事１日目の冒頭、石上千博中央執行委員長があいさつ。春闘期の人
員確保闘争の総括、人勧期闘争の課題、７月の参院選挙闘争の意義など
について述べた（２面に要旨）。
　一般経過報告、春闘中間総括（案）の報告と質疑、承認の後、当面の
闘争方針（案）を木村ひとみ副委員長が提案。質疑・討論（３面に要
旨）を行い、賛成多数で可決した。
　「闘争宣言」採択の後、石上委員長の「団結がんばろう」で閉会した。
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◆第168回中央委員会	 2-3面
◆連載：憲法をどう使うか（木村草太）	 4-5面
◆5.15沖縄平和行進ほか	 6面
◆第45回町村職総決起集会ほか	 7面
◆（解説）棄権はキケン	 8面

自治労ホームページ

自治労の情報をいつもあなたのお手元に

機関紙じちろうバックナンバー
各種学習動画などが満載

組合員限定ページ

パスワード：jichi2024

全世代全世代のの賃上げ賃上げとと
参院選闘争参院選闘争にに一丸一丸

自治労は5月 29～ 30日に東京で第168回中央委員会を開催。人勧期・自治体賃金確定期にむけ
た取り組みと7月の参議院選挙闘争を中心とする、当面の闘争方針を決定した。参加者数は、中央委
員・傍聴者を合わせて約600人。

中央委員会初日の休会後、「岸まきこ総決起集
会」を開催した。岸まきこは、「組合員の声を
国政に届け、地方に暮らす人々を守るため、全
力で頑張り抜く」と力強く決意表明。参加者は
それに応えて「がんばれ・がんばれ・まきこ！」
と激励を届けた。

第168回
中央委員会

岸岸 まま きき ここ 総総 決決 起起 集集 会会

がんばれ・がんばれ・まきこがんばれ・がんばれ・まきこ！！
《希望》へのラストスパート《希望》へのラストスパート

自治労は第97回定期
大会で、第27回参議
院選挙の全国比例区に
岸まきこ参議院議員を
擁立することを決定し
ています。
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石上千博中央執行委員長あいさつ

本部方針の提案
■ 第１号議案・当面の闘争方針（案）

　2025 春闘では、民間労組の奮闘
により、２年連続で５％を超える成
果を挙げました。この流れを公共サ
ービスに携わる私たちの賃上げへと
つなげるため、引き続き公務員連絡
会に結集し、全力で取り組みます。
　一方、単組における要求・交渉が、
依然として低調となっていることに
強い危機感を抱かざるを得ません。
今春闘で人員確保を最重点課題とし
て掲げたにもかかわらず、要求書提
出率が全体の６割に満たなかったこ

　2025 人勧期闘争では、全世代の職
員の月例給の引き上げ、一時金支給
月数の増を求める。公務員連絡会に

とを厳しく受け止め、「なぜ交渉が
できなかったのか」などについて検
証・把握し、次につなげなければな
りません。
　与野党の熟議が期待された今国会
で、予算成立のための個別協議が優
先され、十分な審議が行われなかっ
たことは残念です。自民党政権を根
本から変え、生活者と将来社会に責
任ある政治へと転換させていくため
には、７月の参議院選挙が極めて重
要です。

結集し、人事院に対する全国統一闘
争を配置し、交渉を強める。
　６月人員確保闘争、現業・公企統

一闘争（第一次闘争）に取り組む。
また、６月のジェンダー平等推進集中
月間の取り組みを進める。
　地方一般財源総額の拡充をめざし、
政府概算予算要求行動に取り組む。
社会保障制度の拡充、環境・平和・
人権等の諸課題の取り組みを強める。
　７月の参議院選挙にむけ、自治労
組織内候補・岸まきこの支持拡大・
定着にむけて取り組む。

　第 27 回参議院選挙は、「これから
どのような社会をめざすのか」が問
われる極めて重要なたたかいです。
現場の声を国政に届けるためにも、
組織内参議院議員・岸まきこへの圧
倒的な支持を広げなければなりませ
ん。選挙区選挙の組織内候補予定者
である佐賀・富永あけみ、大分・吉
田ただともの取り組みもあわせ、全
県本部・全単組で最大限集中してい
ただきたい。私も組織の先頭に立
ち、全力で取り組みます。

責任ある政治への転換めざし責任ある政治への転換めざし
7月参院選に総力を集中7月参院選に総力を集中

全世代の月例給引き上げ勧告と
人員確保めざし産別闘争を推進
岸まきこに組織の総力をあげる
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当面の闘争方針（案）をめぐる質疑・討論

賃金・人勧期闘争の課題はじめ
諸課題で白熱した討論

　賃金・人勧期闘争の課題について
は、2025 春闘における民間大手の
高水準の賃上げの人勧への反映、人
事院に対する全職員の賃金引上げと
処遇改善を求める署名の取り組み、
人勧における比較企業・事業所規模
の引き上げの対策強化の意見や、高
齢層職員の賃上げ、再任用職員の一
時金支給月数の改善などで多くの発
言があった。また地域手当への対
応、現業賃金の改善などで、闘争報
告と意見があった。
　人員確保闘争については、春闘期
の取り組みの総括を踏まえて、職員
採用募集への対策、６月の現業・公
企統一闘争の強化などについて意見
があった。
　新規採用職員の組合加入につい

て、加入率の低下傾向の中、工夫を
重ねて取り組みんでいるとの報告と、
本部の支援を求める意見があった。
　平和運動について、今年が戦後・
被爆 80 年の節目の年となることか
ら、広島・長崎の被爆体験の継承、
軍事費増大への反対、沖縄における
辺野古新基地建設反対と日米地位協
定の見直しなど、平和フォーラムに
結集して取り組みを強化することを
求める意見が出された。
　これらの他の課題では、地方財政
確保にむけた自治法第 99 条に基づ
く自治体議会の意見書採択の取り組
み、公立病院の財政と賃金、介護職
員の人材確保、保育士の配置基準の
見直し、年金制度の改革、寒冷地手
当の見直し問題、能登半島地震の被
災自治体での職員離職の防止、新た
な産別統合の模索、消防職員の団結
権問題などについても、活発に意見

が出された。
　答弁した木村ひとみ副委員長は、
これら意見を受け止め闘争方針を豊
富化し、本部が組織の先頭に立ち取
り組みを具体化すると述べ、方針へ
の理解と支持を求めた。

岸まきこに組織の総力を集中
やれることはすべてやりきろう

　７月参院選の取り組みについて
は、組合員に岸まきこの名前と自治
労組織内議員としての活躍ぶりを浸
透させる取り組みの決意が、多く
の中央委員から述べられた。県本部
で全単組オルグを重ねているとの報
告、選挙区候補支援との連携、SNS
を活用した情報発信の強化、「6.20
きしまきDay」の取り組みなどを
通し、組合員への周知を図ることを
全体で確認した。
　木村副委員長は、「最終盤にむけ、
やれることはすべてやりきろう」
と、強く呼びかけた。

人勧期闘争と人員の確保人勧期闘争と人員の確保
参院選で成果をつかもう参院選で成果をつかもう
質疑・討論では29県本部 29人の中央委員が発言。人勧期に向
けた賃金闘争、人員確保闘争の推進、7月の参院選の取り組みなど
で活発な意見が出され、当面の闘争方針（案）を出席中央委員の多
数の賛成で可決・決定した。
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はじめに――制度的差別の解消　
　憲法は、男女平等を掲げる（憲法14条１項）。
　この条文ができる前の旧憲法下では、法制度にお
いて権利や資格を得る条件として男性であることが
要求されることが多かった。衆議院議員の選挙権・
被選挙権は男性に限られたし、一部の大学を除き、
国立大学（帝国大学）は男子だけを入学させてきた。
軍人はもちろんのこと、官僚も男性だけだった。こ
のように、制度上の権利や資格を得る要件として特
定の性別を要求することを〈制度的性差別〉という。
現行憲法14条１項は、こうした差別をほぼ消滅さ
せた。現在は、一部国公立の男子校・女子校などが
例外的に残るのみだ。
　制度的な性差別の解消は、新憲法制定の重要な成
果だった。しかし、実際の場面では、依然として男
女比の大きな偏りが出る場合が少なくない。例えば、
国会議員や最高裁判事のジェンダーギャップはいま
だ大きい。
　一般的な見解によれば、憲法の平等原則は制度的
差別を対象とするもので、実際上の不均衡が生じて
も平等原則違反にはならないと言われる。しかし近
年は、こうした不均衡を放置する姿勢も平等原則違
反ではないか、という議論も有力になってきている。
こうした観点から、注目すべきある不均衡を取り上
げてみたい。

東大におけるジェンダーギャップ
　今日、いわゆる高偏差値大学の女性比率の低さが
問題として指摘されている。その典型たる東京大学
の学部学生の男女比は11,058人：3,000人で、およ
そ８：２だ（2024年５月１日時点『東京大学の概要

（資料編）2024』３頁）。なぜこんな偏りが生じるのか。
　たいていの試験では、男女の「平均点」に大差が
ないことは知られており（例えば、OECDの実施し
た PISA に関する PISA 2022 Results Factsheets 
Japan,5p参照）、かつ、東大は、ごく一部の特別入
試を除き、ペーパーテストの点数だけで学部入試を
行っている。こうなると、当然、歪みの原因を精神
論に求める言説が出てくる。
　例えば、2019年の東大の入学式で、上野千鶴子
東大名誉教授の祝辞が話題となった。ここで上野教
授は「各種のデータが、女子受験生の偏差値の方が
男子受験生より高いことを証明しています」と言い、

「女子学生は浪人を避けるために余裕を持って受験
先を決める傾向があります」と指摘した上で、東大
の男女差は「成績の差ではありません。『息子は大
学まで、娘は短大まで』でよいと考える親の性差別
の結果です」とまとめている（https://www.u-tokyo.
ac.jp/ja/about/president/b_message31_03.html）。
　また、東大の男女共同参画室長が男女比の偏りの
第一の原因に挙げるのも、「『男子は良い大学に行っ
て良い職に就いて、家を継ぐ。女子は家庭を守り、
男子を支える』という性別の役割分担意識が、まだ
日本社会に根強く残 っ ていること 」だ（ インタ
ビュー・松木則夫「東大でお待ちしております」
https://www.u-tokyo.ac.jp/kyodo-sankaku/ja/
campus-voice/s0902_00002.html。松木氏は2017～
2021年まで東京大学の男女共同参画室長）。

1

見た目には公平なルールであっても、結果に大きな差が生まれる。男女の＜制度的差別＞が過
去のものとなったいま、東京大学の入試における性別比を切り口に、制度の奥にある見えにく
い格差と真の平等のあり方について考える。 次回は11月号に掲載予定

東京都立大学　
法学部　教授
木村 草太さん

ⓒ岩沢蘭

平等原則と実際上の不均衡

憲 法 使を かうどう ？

寄稿連載
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精神論に解消できるか？

　しかし、こうした精神論にのみ原因を求める姿勢
は正しいのか。
　まず、仮に、親の性差別の影響で東大あるいは大
学の受験を控える女子がいるとしても、現に東大を
受験した者の親は「女子は東大or大学など行くな」
と教え込んではいないはずだ。そうすると、東大受
験者における男女の合格率は等しくなるはずだ。ま
た、上野氏が言う通り女子受験生の安全志向が高い
なら、「受験生中の合格率」はむしろ女子の方が高
くなるはずだろう。ところが、東大の場合、合格率
は男子の方が高い傾向が続いている。具体的には、
2023 年度一般入試の合格率は男子 32.5 ％ - 女子
31.2％（男子＋1.3％）、2024年度は男子32.9％-女子
27.8％（男子＋5.1％）、2025年度は男子37.1％-女子
30.5％（男子＋6.6％）だ（代々木ゼミナール「東京大
学入試状況（2025年まで）５.男女別合格割合・図表
⑬」より）。
　また、たいていの試験では、男女の「平均点」に
大差がないにしても、東大入試のような試験で「平
均点」を比べることに意味があるのか、という問題
もある。
　東大入試では、文理を問わず理数系科目が出題さ
れ、しかも「標準的な問題で平均以上の点数をとる
能力」ではなく、「高難度問題で高得点をとる能力」
が求められる。とすれば、東大の男女比の要因を分
析するには、「平均点」の比較ではなく、理数科目
を含めた「高得点層」の比較が必要だ。この点、あ
る研究（Jonathan Wai , Megan Cacchio, Martha 
Putallaz, Matthew C. Makel, Sex differences in the 
r igh t t a i l o f cogn i t ive ab i l i t i e s : A 30 year 
examination, Intelligence, Volume 38, Issue 4

（2010））によれば、アメリカのSAT（大学進学適正
試験）の数学超上位層（上位0.01％）では、無視し難
い男女差があるという。1980年代には、その男女
比は約14：１だった。この極端な差には生来的で
ない要因が多分に働いていたようで、男女差は急速
に縮まったものの、2000年代以降は男女比約４：
１程度で横ばいになった。この研究は、男性集団と
女性集団では平均点に差がなくても、「上位層の個
人の登場割合」に差があり、それは社会・文化的要
因ではなく生来的特徴であることを示唆している（横
山広美「なぜ理系に女性が少ないのか」幻冬舎新書
2022年74頁も、成績上位層では男性が多いことは

複数の研究で共通だとする）。
　体験ベースで考えても、「特定のゲームの技能向上
に集中する傾向」を持つ人の割合は、男性の方が高
いと感じる人が多いだろう。日本の大学入試は出題
範囲が広く、対応に長時間の訓練が必要であること
からすると、「体力差が影響を与える」も可能性がある。

入試方法は性別に中立か？
　東大の入試方法は、「男性集団」有利のゲームになっ
ている可能性が高い。今、「男性」ではなく「男性集
団」としたのは、個人単位で見れば理数系科目で高
偏差値得点をとる女子がいくらでもいるからだ（こ
の事実は、女性を一律排除する制度上の性差別が不
合理と断言できる根拠だ）。個人の能力の問題では
なく、男性集団と女性集団に一定の得点を越える特
徴を持つ「個人の出現率」の違いがある、というの
がポイントだ。
　そうすると、東大当局が、男女比の歪みを本気で
是正したいなら、「テストの点数による選抜は公平だ」
という前提を疑って、新たな選抜方法を検討すべき
だ。東大が提供するさまざまな学問を習得するのに、
あれだけ難易度の高い問題に短時間で解答する能力
が、本当に一律に必要なのだろうか。そのようなテ
ストによって、学問への適性を測れているのだろう
か。他の選抜方法を導入した方が、学問の発展によ
り寄与する学生を獲得できるのではないか。
　精神論を強く打ち出すのは、科学的ではない。そ
れどころか、背後に「ポーズだけとっておけば現状
を変えなくて良い」という態度があるように見える。

おわりに　
　以上の考察は、集団としての性差を否定し精神論
にこだわるのは、かえって現状を固定化する危険が
あることを示唆している。東大入試以外でも、性別
中立的なゲームが、実際には男性集団有利なルール
となっていることはあるだろう。
　平等原則を拡張していくなら、ゲームが人種や性
別に中立的かどうかだけでなく、ゲームのルールが
どの集団に有利に働くかも科学的に考察する姿勢を
とっていく必要がある。
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きむら・そうた●1980年、横浜市生まれ。東京大学法学部卒業、同助手を
経て、現在、東京都立大学法学部教授。専攻は憲法学。国民の力で「憲法
を活かす」をテーマに活動中。著書の『憲法の急所』（羽鳥書店）は「東大生
協で最も売れている本」「全法科大学院生必読の書」と話題に。『憲法とい
う希望』（講談社現代新書、共著）ほか多数。
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　沖縄の日本復帰の日・５月 15 日
にあわせ、沖縄の基地問題などを
問う「5.15 沖縄平和行進」が、５月
17 日に行われた。
　約 2,000 人の参加者が、米軍・嘉
手納基地と普天間基地の２コースに
分かれ、約 12 キロの道のりを５時
間かけて歩き、基地撤去と平和な世
界の実現を訴えた。

　行進後の「平和と暮らしを守る県
民大会」では、復帰後も続く事故や
騒音、米兵犯罪などの基地被害、辺
野古新基地建設や「台湾有事」を口
実とした宮古・八重山諸島への自衛
隊配備増強などに抗議する声があが
った。
　また、一連の行動の中では、自民
党の西田昌司参議院議員が５月３

日、「ひめゆりの塔」（沖縄県糸満
市）の展示内容を「歴史の書き換
え」などと述べたことについて、多
くの発言者が言及。沖縄県民に多大
な犠牲を強いた沖縄戦の事実を歪め
るものだとの怒りの声が相次いだ。

B

F

GH

1212

99

77 88

E C

A

D

答え答えとと当選者当選者をを発表します発表します

たくさんのご応募ありがとうございました

阪口　瞳（北海道・和寒町職労）
飯岡　秀歳（北海道・札幌交通）
今野　教子（岩手・花巻市職労）
佐藤　愛（秋田・由利本荘市職労）
山田　益寿（福島・いわき市職連）
花岡　幸弘（新潟・新潟市職労）
町田　真由美（群馬・高崎財団労）
関　美代子（栃木・栃木市職労）
町田　天斗（茨城・阿見町職）
森田　修由（東京・東京交通）
松澤　高志（神奈川・相模原市職労）
宮嶋　優太（長野・長野市職労）
石丸　陽子（石川・金沢市職）
水上　友香子（福井・坂井市職）
鈴木　等（愛知・岡崎市従）
那須　理香（岐阜・美濃市社協労）

園部　彩香（三重・松阪市職）
永原　智美（奈良・御所市職労）
赤松　茉奈（和歌山・有田市職労）
植山　正之（大阪・大阪国保労）
加藤　修（兵庫・神戸市従）
澄川　聡洋（広島・大竹市職労）
久保田　進（島根・安来市職労）
岩本　亜矢乃（香川・香川県職労）
井上　愛菜（愛媛・松前町職）
藤武　かんな�（�佐賀・佐賀県土地改良事

業団労）
開田　晶子（長崎・長与町職労）
佐藤　由梨（大分・豊後大野市職連）
秋鷹　志典（宮崎・西都市職労）
宮﨑　結里奈（鹿児島・薩摩川内市職労）
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プレゼントは
「柿の種」

応募総数
2,111人

5.15沖縄平和行進に2000人5.15沖縄平和行進に2000人

梅雨入り前の炎天下。「基地も戦争もな
い世界をめざそう」とコール（写真左）。
嘉手納基地の面積は約19.85km²。東
京ドーム約 425 個分、羽田空港の約
1.3 倍の広さ（右）

ぬちぬち

歩いて知る「命ど
ぅ宝」

歩いて知る「命ど
ぅ宝」

基地のない基地のない
平和な沖縄訴え平和な沖縄訴え※「命どぅ宝」とは沖縄の言葉で「命こそ宝」という意味

【自治労ＨＰ】

もっと知りたい
「ひめゆり学徒隊」について、
神奈川県本部参加者の感想コメ
ントなど、お読みいただけます。
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訴えた。
　単組からの決意表明では福岡・苅

かん

田
だ

町職労の砥
と

綿
わた

梨沙さんが、単組で
の人員確保の取り組みを報告した。
　集会後、国会請願デモを実施。参
加者は衆参の議員面会所前で、「必
要な人員の確保」「町村低賃金の改
善」「自治体財政の確立」などを、
立憲民主党をはじめとする国会議員
に要請した。
　また、集会前日と集会後には、国会
見学と岸まきこ議員との意見交換会を
実施した。人員不足、ガバメントクラ

ウドの問題や保育職場の課題など組
合員の声に、岸議員は「引き続き国
会での委員会質問等で改善を求めて
いく」との決意を述べた。

7

第45回全国町村職総決起集会第45回全国町村職総決起集会

地域支える人員の確保を地域支える人員の確保を
響きわたれ、我らの声響きわたれ、我らの声

　集会であいさつした町村評・宮脇
拓也議長は、「町村の人員不足は大
きな課題。自治労組織内参議院議員
の岸まきこは町村職出身で私たちの
心強い仲間だ。国政に意見を反映さ
せるため、私たちの声を岸まきこに
伝えよう」と呼びかけた。
　自治労本部の石上千博委員長は、
参院選を前に高まる「減税論」に対
して危惧を表明。「公平・公正な社
会の財源確保にむけ組織内議員を通
じた政治への意見反映、政策転換が
必要だ」とし、政治闘争の重要性を
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自治労・町村評議会は5月23日、東京で第 45
回全国町村職総決起集会を開催し、46県本部から
約600人が集まった。集会では6月人員確保闘争
と7月の参議院選挙闘争推進の決意を確認。国会
請願デモと自治労組織内の岸まきこ参議院議員との
意見交換会も行った。
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